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平成 23 年度事業実績報告 
（平成 23 年 4 月 1 日～平成 23 年 7 月 31 日） 

 
平成 23 年度事業計画に則り、介護老人保健施設がケアの質の向上をはかり、地域の社会資源とし

ての役割を果たしていくことができるよう、各種教育研修事業を実施したほか、平成 24 年度介護報酬・

診療報酬の同時改定にむけて、各種調査研究事業の実施、迅速・適確な情報伝達を図るべくＩＴ事業の

展開等による広報活動を行った。 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災について、被災者及び被災施設の支援を行った。 
当期中における主要事業の概要は、以下のとおりである。なお、事業詳細は、機関誌『老健』平成

23 年 6 月号～平成 23 年 8 月号において「協会の活動」及び「芝公園だより」等に掲載した。 
 
1 会議 

(1) 総会 
定款の規定に基づき通常総会を 1 回開催し、付議された案件を審議、可決承認した。議決案件等

の概要は次のとおりである。 
①第 26 回通常総会 
・開催の日時 平成 23 年 6 月 15 日(水)15:35～16:00 
及 び 場 所      東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 2 階「マグノリアホール」 
・正会員の現在数 3,408 名 
・出席正会員数 143 名 合計 2,013 名 
・委任状提出正会員数 1,870 名 
・議決案件等 

第 1 号議案 平成 22 年度事業報告案について 
第 2 号議案 平成 22 年度収支決算案について 
第 3 号議案    近畿ブロック推薦理事の補充選任について 
承 認 案 件 (1)名誉会長の推戴について 
報 告 事 項      (1)平成 23 年度事業計画一部変更(案)について 

(2)平成 23 年度第一次収支補正予算(案)ついて 
(3)東日本大震災について 
(4)第 22 回全国介護老人保健施設大会 岩手の中止について 
(5)第 23 回全国介護老人保健施設大会 沖縄について  
(6)平成 23 年 4 月 30 日現在加入状況 
 

(2) 代議員会 
定款の規定に基づき通常代議員会を 1 回開催し、代議員会の権能に属せしめられた事項等につい

て審議、可決承認した。審議案件の概要は、次のとおりである。 
①第 36 回通常代議員会 
・開催の日時 平成 23 年 6 月 15 日(水)14:00～15:35 
及 び 場 所      東京都港区芝公園 3-3-1 
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東京プリンスホテル 2 階「マグノリアホール」 
・代議員の現在数 96 名 
・出席代議員数 81 名 合計 95 名 
・委任状提出代議員数 14 名 
・議決案件等 

第 1 号議案 平成 22 年度事業報告案について 
第 2 号議案 平成 22 年度収支決算案について 
第 3 号議案    近畿ブロック推薦理事の補充選任について 
第 4 号議案    名誉会長の推戴について 
承 認 案 件 (1)平成 23 年度事業計画一部変更(案)について 

                       (2)平成 23 年度第一次収支補正予算(案)ついて 
報 告 事 項      (1)東日本大震災について 

(2)第 22 回全国介護老人保健施設大会 岩手の中止について 
(3)第 23 回全国介護老人保健施設大会 沖縄について 
(4)平成 23 年 4 月 30 日現在加入状況について 
(5)各都道府県支部一覧及び代議員等名簿について 
 

(3) 理事会 
定款の規定に基づき通常理事会を 1 回、臨時理事会を 2 回開催し、総会及び代議員会に付議すべ

き事項、その他総会等の議決した事項の執行に関する事項等について審議、可決承認した。審議

案件の概要は次のとおりである。 
①平成 23 年度第 1 回通常理事会 
・開催の日時 平成 23 年 6 月 15 日(水)10:00～12:00 
及 び 場 所      東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 11 階「末広」 
・理事の現在数 25 名 
・出席者数 22 名 合計 25 名 
・委任状提出理事数  3 名 
・議決案件等 

第 1 号議案 平成 22 年度事業報告案について 
第 2 号議案 平成 22 年度収支決算案について 
第 3 号議案 近畿ブロック推薦理事の補充選任について 
第 4 号議案 名誉会長の推戴について 
第 5 号議案 平成 23 年度事業計画の一部変更案について 
第 6 号議案 平成 23 年度第一次収支補正予算案について 
第 7 号議案 新規入会申込者(平成 23 年 4 月 1 日～平成 23 年 4 月 30 日)について 
第 8 号議案 会員変更申請者(平成 23 年 4 月 1 日～平成 23 年 4 月 30 日)について 
報 告 事 項      (1)社会保障審議会介護給付費分科会について 

(2) 東日本大震災について 
(3)退会者(平成 23 年 3 月 1 日～平成 23 年 4 月 30 日)について 
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(4)第 23 回全国介護老人保健施設大会 沖縄について 
(5)平成 23 年 4 月 30 日現在加入状況 
(6)各都道府県支部一覧及び代議員等名簿について 
(7)第 22 回全国介護老人保健施設大会 岩手の代替について 
 

②平成 23 年度第 1 回臨時理事会 
・開催の日時 平成 23 年 4 月 14 日(木)14:45～16:45 
及 び 場 所      東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 3 階「蘭」 
・理事の現在数 25 名 
・出席者数 19 名 合計 25 名 
・委任状提出理事数  6 名 
・議決案件等 

第 1 号議案 新規入会申込者(平成 23 年 1 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日)について 
第 2 号議案 会員変更申請者(平成 23 年 1 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日)について 
承 認 案 件  (1)顧問及び参与の委嘱について 

(2)実地研修指定施設について 
報 告 事 項      (1)第 72 回社会保障審議会介護給付費分科会について 
               
              (2)東日本大震災について 

(3)退会者(平成 23 年 1 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日)について 
(4)平成 23 年 3 月 31 日現在加入状況について 
 

 ③平成 23 年度第 2 回臨時理事会 
・開催の日時 平成 23 年 5 月 12 日(木)16:40～16:50 
及 び 場 所      東京都港区芝 2-1-28 

社団法人全国老人保健施設協会 会議室 
・理事の現在数 25 名 
・出席者数 9 名 合計 24 名 
・委任状提出理事数 15 名 
・議決案件等 

第 1 号議案 第 22 回全国介護老人保健施設大会 岩手の中止について 
 

(4) 正副会長会 
年度中に 4 回開催し、東日本大震災への対応、平成 24 年度介護報酬・診療報酬の同時改定にむ

けての対応、公益社団法人化に関する経過、新規事業等、当会事業に関する事項について検討を

行った。 
 

(5) 常務理事会 
年度中に 4 回開催し、東日本大震災への対応、各委員会活動の内容の協議、平成 24 年度介護報
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酬・診療報酬の同時改定に向けての対応等、その他事業計画の執行について検討を行った。 
2 大会事業 

第 22 回全国介護老人保健施設大会 岩手は、全国老人保健施設協会岩手県支部長 木川田典彌氏を大

会会長とし、平成 23 年 7 月 27 日～29 日の 3 日間、盛岡市内において、「イーハトーブ（理想郷）へ

のかけ橋、老健 ～超高齢社会のケア～」をテーマに開催を予定していたが、平成 23 年 3 月 11 日に

発生した東日本大震災の影響により中止した。 
 
3 教育事業 

介護老人保健施設におけるサービスの質の維持・向上をはかり利用者及びその家族に良質なサービ

スを提供することを目的として、理念教育・専門性の向上・スタッフのスキルアップ等に資する情報提

供を含めた各種研修事業を実施した。 
(1) 職員基礎研修事業 

介護老人保健施設職員等に必須の基礎的知識及び理念の修得を目的として、実務経験 2 年未満の

施設職員等を対象に実施した。 

 
(2) 中堅職員研修事業 

講義とテーマ別のグループディスカッションにより、チームケアのあり方等について理解を深め 
ることを目的として、介護老人保健施設勤務 5 年程度の施設職員等を対象に実施した。 

 
(3) ケアマネジメント実践講座 

高齢者ケアプランの意義と役割を理解し、介護老人保健施設の機能に特化した「新全老健版ケア

マネジメント方式～Ｒ４システム～」を活用したケアプランの策定と評価に必要となる視点・知

識・技術を修得することを目的として、施設職員等を対象に実施した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

第 1 回 東京都 平成 23 年 5 月 18 日(水) ホテルＪＡＬシティ田町･東京 152 名

第 2 回 大阪府 平成 23 年 6 月 3 日(金) 大阪国際会議場（ｸﾞﾗﾝｷｭｰﾌﾞ大阪） 108 名

全 2 回 計 260 名

 
(4) 認知症ケア研修事業 

認知症ケア研修会(医師対象) 
認知症短期集中リハビリテーション実施加算等を算定するために必須となる認知症の概念、診断

と、効果的なリハビリテーションプログラム等に関するカリキュラムを組み、認知症短期集中リハ

ビリテーションのアセスメントや適切なプログラム等について習熟することを目的として、施設等

に勤務する医師を対象に実施した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

東京都 平成 23 年 5 月 14 日(土) ホテルＪＡＬシティ田町･東京 142 名

大阪府 平成 23 年 5 月 28 日(土) 大阪アカデミア 119 名

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数

第 1 回 大阪府 平成 23年 6月 2日(木)～3日(金) 大阪国際会議場（ｸﾞﾗﾝｷｭｰﾌﾞ大阪） 202 名

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数

第 1 回 大阪府 平成 23 年 6 月 2 日(木)～3 日(金) 大阪国際会議場（ｸﾞﾗﾝｷｭｰﾌﾞ大阪） 152 名
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全 2 回 計 261 名

 
 
4 制度対策事業 

平成24年度介護報酬・診療報酬同時改定を視野に入れた以下の事業を行った。 
(1） 関連情報の提供等 

介護老人保健施設関連通知・通達類をはじめ、社会保障審議会(厚生労働省)資料、「介護保険最

新情報」等を、役員、支部長、代議員、各都道府県支部、都道府県支部介護保険担当者に、ホー

ムページ、メールマガジン、機関誌『老健』等の媒体を通じて周知を図った。 
特に、社会保障審議会介護給付費分科会の審議概要については、随時メールマガジンの速報等で

情報提供を行った。 
なお、ＩＴを用いた情報提供については、7広報出版事業(2)(3)(4)で報告のとおりである。 

(2) 関連調査等 
平成24年4月の介護報酬・診療報酬同時改定に向けた対応の一環として、介護老人保健施設の経

営実態等、現状把握のためのデータを収集するとともに、介護報酬改定の根拠となる国のデータ

を検証することを目的として、6調査研究事業(1)の調査を実施した。 
なお、調査結果については要望書や社会保障審議会介護給付費分科会における提言の基礎データ

として活用する。 
(3) 介護老人保健施設のあり方ならびに介護報酬改定に関する各種要望等 

平成24年度介護報酬・診療報酬同時改定に向け、介護老人保健施設を取り巻く課題等について整

理を行ない対応を検討するとともに、介護老人保健施設の現状に関するデータを収集し分析を行

った。 
 

5 認定資格制度事業 
(1)  認知症ケア研修（医師対象）事業 

本件については、3教育事業(4)において報告したとおりである。 
(2) リスクマネジャー資格認定事業 

介護老人保健施設において発生するリスクを包括して把握し対応する「リスクマネジャー資格試

験」を実施、248 名の合格者を得た。また、インターネット通信を活用した模擬試験(e‐learning)
を行なった。 
①リスクマネジャー資格試験 
開催地 実施期間 会場 受験者数 

東日本会場 TIME24ビル 121 名

西日本会場 
平成 23 年 7 月 8 日(金) 

チサンホテル新大阪 135 名

 
6 調査研究事業 

(1) 厚生労働省による「平成 23 年度介護事業実態調査（介護事業経営実態調査）」の追跡調査 
平成24年4月介護報酬改定の基礎資料となる、国の「介護事業実態調査」の実施に合わせ、介護

老人保健施設の経営実態を調査する目的で実施した。 
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７ 広報出版事業 
(1) 機関誌『老健』の刊行 

機関誌『老健』を毎月1回定期刊行し、当会会員施設をはじめ、厚生労働省、都道府県ならびに

政令指定都市介護保険担当主管課、関係諸団体、公立等図書館、リハビリ専門職養成校、主要マ

スコミ、個人購読者等へ配布し、介護保険制度および介護老人保健施設に関連する情報を提供す

るとともに、当会の活動に関する広報活動を行った。(発行部数47,050部) 
各号の特集および主要企画等は以下のとおり。 

・平成23年4月号 第12期執行部が新体制でスタート 
・平成23年5月号 リハビリテーション研修会開く 
・平成23年6月号 全老健の東日本大震災への対応について、看護職員研修会開く 
・平成23年7月号 認知症短期集中リハビリ研修開く 
・平成23年8月号 第36回通常代議員会・第26回通常総会を開催 

(2) ニュースペーパーの発行 
情報の周知を目的に、機関誌『老健』の刊行に先立って、おもな掲載記事をデジタル配信する『老

健』ニュースペーパーの配信を毎月1回行った。 
(3) メールマガジンの配信 

平成15年1月から配信を行なっているメールマガジン＜e‐roken(イー・ローケン)＞を、合計30
回配信し、当会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情報提供を行った。 
メールマガジンの配信状況は以下のとおり。 
・定期配信版＜e‐roken(イー・ローケン)＞ 計6回配信(第164号～第169号) 
・速報版＜e‐roken flash(イー・ローケン・フラッシュ)＞ 計24回配信 

(4) インターネットホームページを活用した広報活動 
当会ホームページ上に介護老人保健施設や当会活動に関する最新情報を随時掲載し、一般に向け

た広報を行なった。また、当会ホームページならびに会員専用ホームページ上に社会保障審議会(厚
生労働省)等資料・レポートやその他会員向け情報を掲載し、迅速かつ正確に情報提供を行った。 

 
8 ＩＴ関連事業 
全国大会発表演題登録システム（UMIN：University Hospital Medical Information Network）を、

第22回全国介護老人保健施設大会 岩手でも引き続き活用し演題登録・管理を行ったほか、研修事業

申込システムの検討・構築を行った。 
なお、上記以外のIT関連事業については、7広報出版事業(2)(3)(4)において報告したとおりである。 

 
9 老健施設人材確保・育成対策事業 

「求人情報サイト」及び「携帯求人サイト」の運営を行った。 
 
10 安全推進事業(介護老人保健施設総合補償制度保険代理店 株式会社全老健共済会と共催) 

4 月に安全推進月間を設け事故防止ポスター(転倒・転落の事故防止)を配布し、施設に事故防止の周

知・啓発を行った。 
また、介護老人保健施設における事故発生防止の周知・啓発を目的として、実務経験２年未満の施

設職員等を対象に、「安全推進セミナー」を開催した。 
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①基礎研修（実務経験２年未満の施設職員等を対象） 
開催地 実施期間 会場 受講者数

東京都 平成 23 年 5 月 25 日(水) TIME24 ビル 191 名

 
11 常設委員会事業 

(1) 総務・企画委員会 
(ｱ) 平成 22 年度事業報告案・収支決算案の検討 

平成 22 年度事業の終了に伴い、塩原、山田両監事による監査を受け、理事会、代議員会及び

総会に諮る平成 22 年度事業報告書・収支決算書について検討し、報告原案を作成した。 
(ｲ)  平成 23 年度事業計画の一部変更案・収支補正予算案に関する検討 

「東日本大震災の復興支援」のため、平成 23 年度事業計画の一部変更及び収支補正予算案の

検討を行い、原案を作成した。 
(ｳ) 東日本大震災における、被災地支援、年会費、災害見舞金の取扱いについて検討 

東日本大震災における被災施設の支援について、関係諸団体と連携した。また、年会費徴収、

災害見舞金の取扱い等について原案を作成した。 
(ｴ) 介護老人保健施設紹介求人情報サイトの運営 

9 老健施設人材確保・育成対策事業において報告したとおりである。 
①大会部会 

東日本大震災の発生による第 22 回岩手大会の中止に伴う対応について検討を行なったほか、

第 23 回沖縄大会から第 24 回石川大会の準備状況等の確認を行った。 
②広報・情報部会 

(ｱ) 機関誌『老健』の刊行 
特集やインタビュー対象者の選定等の企画、誌面調整、新規連載等について検討したほか、

介護老人保健施設をとりまく諸問題について、迅速かつわかりやすさを念頭に置いた情報提供

を行った。 
なお、具体的には、7 広報出版事業(1)において報告したとおりである。 

(ｲ) インターネット、ホームページ等を活用した広報・情報提供 
当会ホームページ及び会員専用ホームページの利便性向上のためのリニューアル等について

検討を行い、適宜実施した。 
なお、具体的には、7 広報出版事業(2)(4)において報告したとおりである。 

(ｳ) メールマガジンの配信 
メールマガジン＜e－roken（イー・ローケン）＞の配信項目等の企画検討を行った。 
なお、具体的には、7 広報出版事業(3)において報告したとおりである。 

(2) 管理運営委員会 
管理運営委員会に 2 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

①安全推進部会 
(ｱ) リスクマネジャー資格について 

5 認定資格制度事業(2)で報告したとおりである。 
(ｲ) 施設安全対策について 

10安全推進事業において報告したとおりである。 



 

- 8 - 

②防災･災害対策部会 
災害発生時における継続的支援が可能となる仕組み『ＪCAT：ジャパン・ケア・アシスタンス・チーム(仮

称)』作りについて検討したほか、災害対応マニュアルの作成、震災体験集の発行等について検討を行っ

た。 
(3) 研修委員会 

研修委員会に各研修会における講義を担当するため研修推進部会を設置した。また、学術委員会

と連携し、研修会のカリキュラムを検討するとともに、3 教育事業の各種研修会を実施した。 
本件については、3 教育事業において報告したとおりである。 

(4) 学術委員会 
学術委員会に 3 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

①認知症部会 
研修委員会と連携し、認知症ケア研修会（医師対象）、職員基礎研修会、中堅職員研修会におい

て部会に関連する講義を担当した。 
②リハビリテーション部会 
研修委員会と連携し、職員基礎研修会、中堅職員研修会において部会に関連する講義を担当した。 

③医療部会 
研修委員会と連携し、医師研修会等の企画を検討した。 

(5) 介護保険制度･報酬委員会 
4 制度対策事業に資するため、各種調査の実施、各種要望事項の検討、調査データ分析等、平成

24 年 4 月介護報酬・診療報酬同時改定への対応を視野に入れた活動を行なったほか、介護保険関

連情報の提供等について随時検討を行なった。 
詳細については、4 制度対策事業(1)(2)(3)、6 調査研究事業(1)、７広報出版事業(1)(3)(4)において

報告したとおりである。 
 

12 老人保健施設の総合的な将来の在り方検討懇話会 
介護老人保健施設が国民に正しく理解され、地域の社会資源として適切に利用されるため、介護

老人保健施設の在り方に関して懇話会を開催し、外部有識者からの意見を頂戴し、今後の介護老

人保健施設の在り方や当会活動に生かした。 
 

13 東日本大震災の対応 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災について、被災者の受入れ、被災施設への職員派

遣、被災施設への物資支援、義援金募集、関係省庁への報告・要望、施設あて情報伝達等を行っ

た。 
なお、支援活動の概要は、「『東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）』関連ニュース」によって会員施

設宛にファックス送信した通りである。 
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14 正会員の加入動向 
平成 23 年度 7 月末における正会員数は 3,421 名である。なお、当会設立時より今年度 7 月末まで

の年間加入数及び各年度末正会員数は次表のとおりである。 
 年度中入会正会員数 年度中退会等正会員数 年度末正会員数 

平成 1 年度 １７６名

平成 2 年度 １４４名 ３２０名

平成 3 年度 １４３名 ４６３名

平成 4 年度 １５２名 ６１５名

平成 5 年度 １７５名 ７９０名

平成 6 年度 １９３名 ９８３名

平成 7 年度 ２０８名 １，１９１名

平成 8 年度 ３２２名 １，５１３名

平成 9 年度 ２８９名 １，８０２名

平成 10 年度 ３３３名 ３名 ２，１３２名

平成 11 年度 ２３７名 ２名 ２，３６７名

平成 12 年度 ２２７名 ３名 ２，５９１名

平成 13 年度 １０６名 １名 ２，６９６名

平成 14 年度 ９７名 ３名 ２，７９０名

平成 15 年度 １１９名 ２名 ２，９０７名

平成 16 年度 １１７名 ５名 ３，０１９名

平成 17 年度 １３７名 ３名 ３，１５３名

平成 18 年度 ９１名 ５名 ３，２３９名

平成 19 年度 ５９名 １１名 ３，２８７名

平成 20 年度 ４７名 １３名 ３，３２１名

平成 21 年度 ４３名 ４名 ３，３６０名

平成 22 年度 ３８名 ７名 ３，３９１名

平成 23 年度 ３０名 ０名 ３，４２１名



 

 

 




